[bookmark: _GoBack]朝霞市障害者レクリエーション事業補助金交付要綱
（目的）
第１条　この要綱は、市内の障害者団体、支援者による団体、障害福祉事業所、ボランティア等が連携して実施するスポーツ活動、レクリエーション活動などのイベント（以下「事業」という。）を支援し、予算の範囲内において朝霞市障害者レクリエーション事業補助金（以下「補助金」という。）を交付し、もって障害者の余暇活動の質の向上、親睦及び交流を通じ、社会参加を促進することを目的とする。
（補助対象団体）
第２条　補助の対象となる団体（以下「補助対象団体」という。）は、市内に主たる事務所又は住所を有する障害者団体、支援者による団体、障害福祉事業所、ボランティア等により組織される団体とする。
（補助対象事業）
第３条　補助金の交付の対象事業は、前条に規定する補助対象団体が企画して実施する事業で、広く市内の障害者及び当該障害者の支援者が参加できるものとする。
（補助対象経費）
第４条　補助金の交付の対象とする経費（以下「補助対象経費」という。）は、次の各号に掲げるものとする。
(1)　 需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費）
(2)　 役務費（通信運搬費、手数料、保険料、広告料）
(3)　 使用料及び賃借料
(4)　 備品購入費
(5)　 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認めるもの 
（補助金額）
第５条　補助金の額は、補助対象経費の総額とし、限度額を２０，０００円とする。
（補助金の交付申請）
第６条　補助金の交付を受けようとする団体は、朝霞市障害者レクリエーション事業補助金交付申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。
(1)　 事業計画書
(2)　 収支予算書
（補助金の交付決定）
第７条　市長は、前条の規定による申請書等の提出があったときは、事業の目的等を審査し、適当と認めたときは、速やかに補助金の交付を決定し、朝霞市障害者レクリエーション事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により、当該申請書等を提出した者に通知するものとする。
（交付決定の取消し等）
第８条　市長は、補助金の交付を決定した場合において、気象条件や天変地異等、主催者の責めによらない不測の事態に係るものを除き、交付の決定後に生じた事情の変更により、補助事業の全部又は一部を実施しなかった場合、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すものとする。
２　市長は、補助金の交付の決定を受けた団体が、補助金を他の用途に使用し、その他補助金の交付の決定の内容に違反したときは、当該補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すものとする。
（実績報告）
第９条　補助金の交付の決定を受けた団体は、補助事業が完了したときは、完了後速やかに、朝霞市障害者レクリエーション事業補助金実績報告書（様式第３号）に次の各号に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。
(1)　 事業報告書
(2)　 収支決算書
(3)　 前号に係る領収証の写し
（補助金の交付確定）
第１０条　市長は、前条の規定による実績報告書の提出があったときは、速やかにその内容を審査の上、補助事業に適合すると認めたときは、補助金の額を確定し、朝霞市障害者レクリエーション事業補助金交付確定通知書（様式第４号）により補助金の交付の決定を受けた団体に通知する。
（補助金の請求等）
第１１条　補助対象団体は、前条の規定による通知を受けたときは、朝霞市障害者レクリエーション事業補助金交付請求書（様式第５号）により市長に補助金の交付を請求するものとする。
２　市長は、前項の規定により補助金の請求があったときは、速やかに当該補助金を交付するものとする。
（補助金の返還）
第１２条　補助金の交付を受けた団体が、偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたときときは、補助金の全額又は一部の返還を求めるものとする。
（関係書類の整備等）
第１３条　補助金の交付を受けた団体は、補助金の収支状況を記載した書類を整備し、補助事業の完了した日の属する会計年度の翌年度から起算して、５年間保存しておかなければならない。
（委任）
第１４条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。
附　則
この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
